予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　地域福祉推進事務費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部地域福祉国保課地域福祉係　電話番号：058-272-1111（内2521）

　　　　　　　                         E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費  1,360千円（前年度予算額：1,360千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,360
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,360

	要求額
	1,360
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,360

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　地域福祉を推進していくためには、地域住民、ＮＰＯ、福祉関係事業者、民間企業、行政等が相互に協力し合い、地域の課題解決を図る必要があります。

本事業では、各市町村地域福祉計画に基づき、このような地域福祉活動が積極的かつ効果的に行われるよう必要な支援を行います。
（２）事業内容
　　①地域福祉推進連絡調整事務費（239千円）
· 市町村地域福祉計画等の策定・改定支援
· 制度外サービスに関する県内優良事例等の紹介および普及啓発　など
　　②地域福祉推進協議会設置費（1,076千円）

· 圏域地域福祉推進協議会（制度外サービス研究会）の開催

· 地域での支え合い活動支援事業をもとにした市町村地域福祉支援計画の実践に向けた支援　など
（３）県負担・補助率の考え方
　　社会福祉法第108条の規定に基づき策定される県地域福祉支援計画に位置付けられる事業として、すべて県の負担において行います。
（４）類似事業の有無
　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	100
	研修会等の講師謝金

	旅費
	299
	研修会等に係る旅費

	その他
	961
	その他、事業の執行に係る需用費等

	合計
	1,360
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　岐阜県地域福祉支援計画－市町村地域福祉計画の実践支援
（２）事業主体及びその妥当性
　　県では、各市町村が策定した地域福祉計画の達成を支援することで、県全体の地域福祉の推進を図ります。地域の地理的な状況やつながりの程度、住民の認識、保有する資源、地元関係団体等により市町村によって地域福祉活動は異なります。このような状況を踏まえ、県では、個々の市町村の実情に応じたきめの細かい支援を行ってまいります。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　地域福祉協議会や地域福祉推進協議会の開催、地域での支え合い活動事例の紹介・普及をとおして、地域住民を主体とした助け合い・支え合い活動の推進を図ります。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	指標の推移
	現在値
	目標
（暫定）
	達成率

	見守りネットワーク活動

（県内における実施率）
	55.6%
(H22)
	54.8%（H23）
	59.4%
（H24）
	70.7%
（H26）
	100%
（H30）
	70.7％


	日常生活支援活動

（県内における実施率）
	7.7%

(H22)
	10.3%
（H23）
	13.1%
（H24）
	20.7%
（H26）
	50%
（H30）
	41.4％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

· 地域福祉推進協議会の開催（圏域別）

　第1回　平成26年9月～11月　各5圏域で開催

　第2回　平成27年1月～2月開催予定

その他、市町村地域福祉計画の策定に係るヒアリングを実施


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　地域での支え合いによる見守りネットワーク活動や生活支援活動などの実施状況は、推進役となる市町村や市町村社協の意識や取組に左右される部分が多いのが実情です。市町村等との意見交換やヒアリングを重ねて行うことで、現場の意見を吸い上げ、実情に応じた県事業や市町村支援策を実施します。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	地域での支え合い活動（制度外サービス）は、人口構造の高齢化に伴い今後ますます必要性は高まる見込みです。実情に応じた施策を行うためにも、市町村や関係団体との意見交換は今後も重ねる必要があります。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	地域での支え合い活動は、達成率は満たしていないものの、確実に実施率は増加している状況です。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	個々の地域（市町村）が抱えている課題は、幅広く多岐にわたります。さまざまな地域における実践事例を紹介しながら、引き続き地域での支え合い活動の推進を図ります。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
地域住民による見守りネットワーク活動や生活支援活動の整備は、短期間では整わず、また、市町村及び市町村社協の協力・支援体制が必要であることなどの課題が挙げられます。長期的な計画により継続的に取り組む必要があると考えられます。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　地域での支え合い活動（制度外サービス）は、人口構造の高齢化に今後ますます必要性は高まる見込みです。現場のニーズを吸い上げながら、引き続き事業を行っていきます。


